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(57)【要約】
【課題】　押圧が与えられていない状態及び所与の指定
押圧が対象物に与えられた状態の少なくとも一方の状態
での対象物の寸法情報を出力することができる超音波測
定装置及び超音波画像装置等の提供。
【解決手段】　超音波測定装置１００は、対象物に対し
超音波を送信する処理を行う送信処理部１１０と、送信
した超音波に対する超音波エコーの受信処理を行う受信
処理部１２０と、受信処理部１２０からの受信信号に対
し処理を行い、対象物の寸法情報を求める処理部１３０
と、測定時に超音波プローブにより対象物に対し与えら
れる測定押圧を表す測定押圧情報を取得する測定押圧情
報取得部１４０を含む。処理部１３０は、受信信号と測
定押圧情報に基づき対象物に対し押圧が与えられていな
い状態及び所与の指定押圧が与えられた状態の少なくと
も一方の状態での対象物の寸法情報を出力する。
【選択図】　図１



(2) JP 2014-180490 A 2014.9.29

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　対象物に対して超音波を送信する処理を行う送信処理部と、
　送信した前記超音波に対する超音波エコーの受信処理を行う受信処理部と、
　前記受信処理部からの受信信号に対して処理を行い、前記対象物の寸法情報を求める処
理部と、
　測定時に超音波プローブにより前記対象物に対して与えられる測定押圧を表す測定押圧
情報を取得する測定押圧情報取得部と、
　を含み、
　前記処理部は、
　前記受信信号と前記測定押圧情報とに基づいて、前記対象物に対して押圧が与えられて
いない状態及び所与の指定押圧が与えられた状態の少なくとも一方の状態における前記対
象物の寸法情報を出力することを特徴とする超音波測定装置。
【請求項２】
　請求項１において、
　前記処理部により出力された前記対象物の前記寸法情報を表す報知データを生成する報
知データ生成部を含むことを特徴とする超音波測定装置。
【請求項３】
　請求項１又は２において、
　前記処理部は、
　前記測定押圧が前記対象物に与えられた状態での前記対象物の寸法の変化率を求め、
　求めた前記変化率に基づいて、前記受信信号から得られる前記対象物の前記寸法情報の
補正処理を行って、前記対象物に対して押圧が与えられていない状態及び前記所与の指定
押圧が与えられた状態の少なくとも一方の状態における前記寸法情報を求めることを特徴
とする超音波測定装置。
【請求項４】
　請求項３において、
　前記対象物の弾性情報を記憶する記憶部を含み、
　前記処理部は、
　前記測定押圧情報により表される前記測定押圧と、前記記憶部から取得される前記弾性
情報とに基づいて、前記対象物の寸法の前記変化率を求めることを特徴とする超音波測定
装置。
【請求項５】
　請求項３又は４において、
　前記処理部は、
　前記受信信号から得られる前記対象物の寸法である厚さ又は径ＡＸと、前記測定押圧に
対する寸法の前記変化率と所与の指定押圧に対する寸法の変化率との差分ΔＸとに基づい
て、下式（１）により、
【数１】

　前記所与の指定押圧が与えられた状態での寸法である厚さ又は径ＡΔＸを求めることを
特徴とする超音波測定装置。
【請求項６】
　請求項１乃至５のいずれかにおいて、
　前記所与の指定押圧を表す指定押圧情報の入力を受け付ける指定押圧情報入力受付部を
含むことを特徴とする超音波測定装置。
【請求項７】
　請求項１乃至６のいずれかにおいて、
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　前記寸法情報は、
　前記対象物の厚さ又は径を表す情報であることを特徴とする超音波測定装置。
【請求項８】
　請求項１乃至７のいずれかに記載の超音波測定装置と、
　前記対象物の前記寸法情報を表示する表示部と、
　を含むことを特徴とする超音波画像装置。
【請求項９】
　対象物に対して超音波を送信する処理を行い、
　送信した前記超音波に対する超音波エコーの受信処理を行い、
　測定時に超音波プローブにより前記対象物に対して与えられる測定押圧を表す測定押圧
情報を取得し、
　前記受信信号と前記測定押圧情報とに基づいて、前記対象物に対して押圧が与えられて
いない状態及び所与の指定押圧が与えられた状態の少なくとも一方の状態における前記対
象物の寸法情報を出力することを特徴とする超音波測定方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波測定装置、超音波画像装置及び超音波測定方法等に関係する。
【背景技術】
【０００２】
　生体の電気インピーダンスを測定することで体脂肪率を計測する技術が広く普及してい
る。しかし、この手法は起床直後や就寝直前などの身体状態による変化が大きく、測定ば
らつきが大きい。
【０００３】
　これに対して、被検体である人体の内部を検査するために用いる装置として、対象物に
向けて超音波を出射し、対象物内部における音響インピーダンスの異なる界面からの反射
波を受信する超音波測定装置が知られている。このような超音波測定装置を用いることで
、皮下脂肪と筋肉組織を可視化して、各部位における筋肉層や脂肪層の厚さなどを計測す
ることができる。
【０００４】
　また、筋肉や脂肪を始めとする生体組織は、与えられる圧力の変化によって変性するこ
とが知られている。押圧が与えられた時の生体組織の状態を検出する手法としては、例え
ば特許文献１に示すような従来手法がある。特許文献１において開示される発明では、測
定時において超音波プローブから所与の圧力が与えられた状態での生体組織の硬さに関す
る弾性情報を得ることができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１２－８６００２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　前述した特許文献１において開示される発明では、生体組織の厚さ等を表す寸法情報の
特定を行うことはできない。
【０００７】
　さらに、ユーザーが知りたいのは、超音波プローブによって測定押圧が与えられた状態
における筋肉層や脂肪層の厚さ等ではなく、押圧が与えられていない状態や所与の指定押
圧が与えられた状態の筋肉層や脂肪層の厚さ等である場合がほとんどである。
【０００８】
　本発明の幾つかの態様によれば、押圧が与えられていない状態及び所与の指定押圧が対
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象物に与えられた状態の少なくとも一方の状態での対象物の寸法情報を出力することがで
きる超音波測定装置、超音波画像装置及び超音波測定方法等を提供することができる。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の一態様は、対象物に対して超音波を送信する処理を行う送信処理部と、送信し
た前記超音波に対する超音波エコーの受信処理を行う受信処理部と、前記受信処理部から
の受信信号に対して処理を行い、前記対象物の寸法情報を求める処理部と、測定時に超音
波プローブにより前記対象物に対して与えられる測定押圧を表す測定押圧情報を取得する
測定押圧情報取得部と、を含み、前記処理部は、前記受信信号と前記測定押圧情報とに基
づいて、前記対象物に対して押圧が与えられていない状態及び所与の指定押圧が与えられ
た状態の少なくとも一方の状態における前記対象物の寸法情報を出力する超音波測定装置
に関係する。
【００１０】
　本発明の一態様では、対象物に対して超音波を送信する処理を行い、送信した超音波に
対する超音波エコーの受信処理を行う。また、測定時に超音波プローブにより対象物に対
して与えられる測定押圧を表す測定押圧情報を取得する。
【００１１】
　これにより、受信信号と測定押圧情報とに基づいて、押圧が与えられていない状態及び
所与の指定押圧が対象物に与えられた状態の少なくとも一方の状態での対象物の寸法情報
を出力することが可能となる。
【００１２】
　また、本発明の一態様では、前記処理部により出力された前記対象物の前記寸法情報を
表す報知データを生成する報知データ生成部を含んでもよい。
【００１３】
　これにより、表示部や音声出力部などの報知部を介して、ユーザーに測定結果を報知す
ること等が可能になる。
【００１４】
　また、本発明の一態様では、前記処理部は、前記測定押圧が前記対象物に与えられた状
態での前記対象物の寸法の変化率を求め、求めた前記変化率に基づいて、前記受信信号か
ら得られる前記対象物の前記寸法情報の補正処理を行って、前記対象物に対して押圧が与
えられていない状態及び前記所与の指定押圧が与えられた状態の少なくとも一方の状態に
おける前記寸法情報を求めてもよい。
【００１５】
　これにより、各測定押圧のそれぞれに応じた補正処理を行うこと等が可能になる。
【００１６】
　また、本発明の一態様では、前記対象物の弾性情報を記憶する記憶部を含み、前記処理
部は、前記測定押圧情報により表される前記測定押圧と、前記記憶部から取得される前記
弾性情報とに基づいて、前記対象物の寸法の前記変化率を求めてもよい。
【００１７】
　これにより、弾性情報により表される対象物の歪みやすさに関する特性を考慮して、対
象物の寸法の変化率を求めること等が可能になる。
【００１８】
　また、本発明の一態様では、前記処理部は、前記受信信号から得られる前記対象物の寸
法である厚さ又は径ＡＸと、前記測定押圧に対する寸法の前記変化率と所与の指定押圧に
対する寸法の変化率との差分ΔＸとに基づいて、下式（１）により、
【数１】

【００１９】
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　前記所与の指定押圧が与えられた状態での寸法である厚さ又は径ＡΔＸを求めてもよい
。
【００２０】
　これにより、簡単な式を用いて、所与の指定押圧が与えられた状態での厚さ又は径を求
めること等が可能になる。
【００２１】
　また、本発明の一態様では、前記所与の指定押圧を表す指定押圧情報の入力を受け付け
る指定押圧情報入力受付部を含んでもよい。
【００２２】
　これにより、他の超音波診断器で測定した際の測定押圧値が既知である場合に、測定条
件を揃えて、測定結果を照らし合わせること等が可能になる。
【００２３】
　また、本発明の一態様では、前記寸法情報は、前記対象物の厚さ又は径を表す情報であ
ってもよい。
【００２４】
　これにより、例えば対象物が生体組織である場合には、筋肉組織や皮下脂肪組織、血管
壁などの厚さを測定したり、血管径などを測定したりすること等が可能になる。
【００２５】
　また、本発明の他の態様では、前記超音波測定装置と、前記対象物の前記寸法情報を表
示する表示部と、を含む超音波画像装置に関係する。
【００２６】
　また、本発明の他の態様では、対象物に対して超音波を送信する処理を行い、送信した
前記超音波に対する超音波エコーの受信処理を行い、測定時に超音波プローブにより前記
対象物に対して与えられる測定押圧を表す測定押圧情報を取得し、前記受信信号と前記測
定押圧情報とに基づいて、前記対象物に対して押圧が与えられていない状態及び所与の指
定押圧が与えられた状態の少なくとも一方の状態における前記対象物の寸法情報を出力す
る超音波測定方法に関係する。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】本実施形態のシステム構成例。
【図２】図２（Ａ）～図２（Ｃ）は、超音波画像装置の具体的な機器構成の一例。
【図３】本実施形態の処理の流れを説明するフローチャート。
【図４】押圧値に対する組織厚の変化率の説明図。
【図５】筋肉及び皮下脂肪組織の歪み変化の説明図。
【図６】筋肉及び皮下脂肪組織の歪み変化の近似式と弾性指標値の説明図。
【図７】弾性テーブルの説明図。
【図８】画面表示の説明図。
【図９】図９（Ａ）～図９（Ｃ）は、超音波トランスデューサー素子の構成例。
【図１０】超音波トランスデューサーデバイスの構成例。
【図１１】図１１（Ａ）、図１１（Ｂ）は、各チャンネルに対応して設けられる超音波ト
ランスデューサー素子群の構成例。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　以下、本実施形態について説明する。まず、本実施形態の概要を説明し、次に本実施形
態のシステム構成例について説明する。そして、フローチャートを用いて、本実施形態の
手法について詳細に説明する。その後に、超音波トランスデューサー素子及び超音波トラ
ンスデューサーデバイスの構成例について説明する。なお、以下に説明する本実施形態は
、特許請求の範囲に記載された本発明の内容を不当に限定するものではない。また、本実
施形態で説明される構成の全てが、本発明の必須構成要件であるとは限らない。
【００２９】
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　１．概要
　被検体である人体の内部を検査するために用いる装置として、対象物に向けて超音波を
出射し、対象物内部における音響インピーダンスの異なる界面からの反射波を受信する超
音波測定装置が知られている。このような超音波測定装置を用いることで、皮下脂肪と筋
肉組織を可視化して、各部位における筋肉層や脂肪層の厚さなどを計測することができる
。
【００３０】
　筋肉や脂肪を始めとする生体組織は、与えられる圧力の変化によって変性する。すなわ
ち、筋肉層や脂肪層の厚さや硬さの測定結果は、生体組織に与えられる圧力によって変わ
る。前述した特許文献１では、超音波プローブに圧力センサーを導入することにより、生
体組織の硬さに関する弾性指標を算出する発明が開示されている。
【００３１】
　一方で、ユーザーが知りたいのは、超音波プローブによって押圧が与えられた状態にお
ける筋肉層や脂肪層の厚さ等ではなく、押圧が与えられていない状態の筋肉層や脂肪層の
厚さ等である場合がほとんどである。しかし、前述した特許文献１において開示される発
明では、測定時において超音波プローブから所与の圧力が与えられた状態での生体組織の
硬さに関する弾性情報を得ることができるだけであり、押圧が与えられていない状態での
組織厚推定までは行うことはできない。
【００３２】
　そこで、本実施形態では、超音波プローブによる押圧が与えられていない状態における
対象物の厚さ等を表す寸法情報を求めることができる超音波測定装置及び超音波画像装置
等を提供する。
【００３３】
　また、例えば家庭で用いる超音波測定装置による測定結果と、ジムなどで用いる他の超
音波測定装置による測定結果は、一致していることが望ましい。しかし、測定時にユーザ
ーの体表に超音波プローブを押し付ける際の適正な測定押圧が、超音波測定装置毎に異な
る場合がある。この場合には、測定対象物が同一であっても、超音波測定装置毎に測定結
果が異なってしまうことがある。
【００３４】
　そこで、本実施形態では、例えば他の超音波測定装置における適正な測定押圧等である
指定押圧が対象物に与えられた状態での、筋肉層や脂肪層の厚さを求めることができる超
音波測定装置及び超音波画像装置等を提供する。
【００３５】
　２．システム構成例
　次に、本実施形態の超音波測定装置１００及びこれを含む超音波画像装置２００の構成
例を図１に示す。
【００３６】
　超音波測定装置１００は、送信処理部１１０と、受信処理部１２０と、処理部１３０と
、測定押圧情報取得部１４０と、報知データ生成部１５０と、記憶部１６０と、指定押圧
情報入力受付部１７０と、を含む。また、超音波画像装置２００は、超音波測定装置１０
０と、表示部２１０とを含む。なお、超音波測定装置１００及びこれを含む超音波画像装
置２００は、図１の構成に限定されず、これらの一部の構成要素を省略したり、他の構成
要素を追加したりするなどの種々の変形実施が可能である。さらに、本実施形態の超音波
測定装置１００及びこれを含む超音波画像装置２００の一部又は全部の機能は、通信によ
り接続されたサーバーにより実現されてもよい。
【００３７】
　次に各部で行われる処理について説明する。
【００３８】
　まず、送信処理部１１０は、対象物に対して超音波を送信する処理を行う。例えば送信
処理部１１０は、送信パルス発生器と、送信遅延回路とを含む。送信パルス発生器は、送
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信パルス電圧を印加させ、超音波プローブ３００を駆動させる。また、送信遅延回路は、
送波ビームをフォーカシングする。そのために、送信遅延回路は、送信パルス電圧の印加
タイミングに関して、チャンネル間で時間差を与え、複数の振動素子から発生した超音波
を集束させる。このように、遅延時間を変化させることにより、焦点距離を任意に変化さ
せることが可能である。
【００３９】
　次に、受信処理部１２０は、送信した超音波に対する超音波エコーの受信処理を行う。
例えば受信処理部１２０は、受信遅延回路と、フィルター回路とを含む。受信遅延回路は
、受波ビームをフォーカシングする。ある反射体からの反射波は球面上に広がるため、受
信遅延回路は、各振動子に到達する時間が同じになるように遅延時間を与え、遅延時間を
考慮して反射波を加算する。また、フィルター回路は、受信信号に対して帯域通過フィル
ターによりフィルター処理を行い、雑音を除去する。
【００４０】
　そして、処理部１３０は、受信処理部１２０からの受信信号に対して処理を行い、対象
物の寸法情報（ディメンション情報）を求める。処理部１３０が行う処理の詳細について
は後述する。
【００４１】
　さらに、測定押圧情報取得部１４０は、測定時に超音波プローブ３００により対象物に
対して与えられる測定押圧を表す測定押圧情報を取得する。測定押圧情報取得部１４０は
、例えば通信部であり、その場合には無線又は有線の少なくとも一方を含むネットワーク
を介して、圧力センサー４００から測定押圧情報を受信する。
【００４２】
　また、報知データ生成部１５０は、処理部１３０により出力された対象物の寸法情報を
表す報知データを生成する。なお、処理部１３０及び報知データ生成部１５０の機能は、
各種プロセッサー（ＣＰＵ等）、ＡＳＩＣ（ゲートアレイ等）などのハードウェアや、プ
ログラムなどにより実現できる。
【００４３】
　次に、記憶部１６０は、対象物の弾性情報を記憶したり、処理部１３０及び報知データ
生成部１５０等のワーク領域となったりするもので、その機能はＲＡＭ等のメモリやＨＤ
Ｄ（ハードディスクドライブ）などにより実現できる。
【００４４】
　そして、指定押圧情報入力受付部１７０は、所与の指定押圧を表す指定押圧情報の入力
を受け付ける。指定押圧情報入力受付部１７０は、例えばユーザーによる操作を受け付け
るＩ／Ｆ部であり、さらに具体的にはキーボードやタッチパネル、操作ボタン等である。
【００４５】
　ここで、本実施形態の超音波画像装置２００（広義には電子機器）の具体的な機器構成
の例を図２（Ａ）～図２（Ｃ）に示す。図２（Ａ）はハンディタイプの超音波画像装置２
００の例であり、図２（Ｂ）は据置タイプの超音波画像装置２００の例である。図２（Ｃ
）は超音波プローブ３００が本体に内蔵された一体型の超音波画像装置２００の例である
。
【００４６】
　図２（Ａ）、図２（Ｂ）の超音波画像装置２００は、超音波測定装置１００（広義には
電子機器本体）と超音波プローブ３００を含み、超音波プローブ３００と超音波測定装置
１００はケーブル３１０により接続される。超音波プローブ３００の先端部分には、プロ
ーブヘッド３２０が設けられており、超音波画像装置２００には、画像を表示する表示部
２１０が設けられている。図２（Ｃ）では、表示部２１０を有する超音波画像装置２００
に超音波プローブ３００が内蔵されている。図２（Ｃ）の場合、超音波画像装置２００は
、例えばスマートフォンなどの汎用の携帯情報端末により実現できる。
【００４７】
　また、表示部２１０は、対象物の寸法情報を表示する。表示部２１０は、例えば液晶デ
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ィスプレイや有機ＥＬディスプレイ、電子ペーパーなどにより実現できる。
【００４８】
　そして、超音波プローブ３００は、超音波トランスデューサーデバイスを含む。
【００４９】
　超音波トランスデューサーデバイスは、走査面に沿って対象物をスキャンしながら、対
象物に対して超音波ビームを送信すると共に、超音波ビームによる超音波エコーを受信す
る。圧電素子を用いるタイプを例にとれば、超音波トランスデューサーデバイスは、複数
の超音波トランスデューサー素子（超音波素子アレイ）と、複数の開口がアレイ状に配置
された基板とを有する。そして、超音波トランスデューサー素子としては、薄手の圧電素
子と金属板（振動膜）を貼り合わせたモノモルフ（ユニモルフ）構造を用いたものを用い
る。超音波トランスデューサー素子（振動素子）は、電気的な振動を機械的な振動に変換
するものであるが、この場合には、圧電素子が面内で伸び縮みすると貼り合わせた金属板
（振動膜）の寸法はそのままであるため反りが生じる。
【００５０】
　また、超音波トランスデューサーデバイスでは、近隣に配置された数個の超音波トラン
スデューサー素子で一つのチャンネルを構成し、１回に複数のチャンネルを駆動しながら
、超音波ビームを順次移動させるものであってもよい。
【００５１】
　なお、超音波トランスデューサーデバイスとしては、圧電素子（薄膜圧電素子）を用い
るタイプのトランスデューサーを採用できるが、本実施形態はこれに限定されない。例え
ばｃ‐ＭＵＴ（Capacitive Micro-machined Ultrasonic Transducers）などの容量性素子
を用いるタイプのトランスデューサーを採用してもよいし、バルクタイプのトランスデュ
ーサーを採用してもよい。超音波トランスデューサー素子及び超音波トランスデューサー
デバイスのさらに詳細な説明については、後述する。
【００５２】
　また、圧力センサー４００は、超音波プローブ３００が対象物に対して与える力を測定
できるものであればよい。例えば、公知の歪みセンサーを用いることができる。
【００５３】
　３．処理の詳細
　本実施形態の超音波測定装置１００は、圧力センサー４００を有する超音波プローブ３
００を用いることで測定時の押圧値（測定押圧値）を受信し、その測定押圧値を元に、記
憶部１６０に格納された弾性情報から組織変化量を算出し、最終的に組織厚の数値に反映
させるものである。
【００５４】
　この超音波測定装置１００は、測定部位や年齢、性別、身長、体重などをパラメーター
とする弾性テーブル、もしくは以前の測定時において保持した弾性指標を記憶部１６０に
保持し、この弾性情報を元に測定押圧下における組織変形量を推定する。そして、この推
定した組織変化量を超音波の受信信号より算出された組織境界検出データに適応すること
によって、所与の指定押圧下における組織厚を算出し、表示部２１０に測定結果を表示さ
せる。
【００５５】
　具体的に、本実施形態の処理の流れを図３のフローチャートを用いて説明する。
【００５６】
　まず、送信処理部１１０が超音波プローブ３００へ駆動信号を送信し、駆動信号に基づ
いて超音波プローブ３００が超音波を対象物に対して送信する（Ｓ１０１）。
【００５７】
　そして、送信した超音波に対する超音波エコーの受信信号を、超音波プローブ３００を
介して受信処理部１２０が受信する（Ｓ１０２）。ある反射体からの反射波は球面上に広
がるため、この際には、受波ビームのフォーカシング処理、すなわち各振動子に到達する
時間が同じになるように遅延時間を与え、遅延時間を考慮して反射波を加算する処理を行
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う。
【００５８】
　一方で、測定押圧情報取得部１４０が、超音波の送受信時に圧力センサー４００におい
て取得される測定押圧値を取得する（Ｓ１０３）。
【００５９】
　次に、処理部１３０が、受信信号に基づいて組織境界を算出し（Ｓ１０４）、算出した
組織境界に基づいて組織厚を算出する（Ｓ１０５）。
【００６０】
　具体的に、ステップＳ１０４では、Ｂモード画像データを生成し、生成したＢモード画
像データに基づいて、組織境界を算出する。Ｂモード画像データとは、Ａモード波形にお
ける振幅を点の明るさ（輝度）として表した画像データのことをいう。
【００６１】
　さらに、Ｂモード画像データは、例えば以下のような処理を行うことにより生成される
。まず、受信信号に対して帯域通過フィルターによりフィルター処理を行い、雑音を除去
する。
【００６２】
　そして、雑音処理後の信号に対して絶対値（整流）処理を行い、絶対値処理後の信号に
対して、低域通過フィルターをかけて、非変調信号を抽出する。
【００６３】
　さらに、非変調信号に対してＬｏｇ圧縮を行い、受信信号の信号強度の最大部分と最小
部分を同時に確認しやすいように、表現形式を変換し、信号強度及び関心領域を調整する
ために、ゲイン調整処理及びダイナミックレンジ調整処理を行う。具体的に、ゲイン調整
処理では、Ｌｏｇ圧縮後の入力信号に対して、直流成分を加える。また、ダイナミックレ
ンジ調整処理では、Ｌｏｇ圧縮後の入力信号に対して、任意の数を乗算する。
【００６４】
　次に、深さに応じて増幅度（明るさ）を補正し、画面全体で一様な明るさの画像を取得
する。そして、Ｂモード画像データに走査変換処理を行う。例えば、バイリニアなどの補
間処理により、ライン信号を画像信号に変換する。
【００６５】
　このようにして得られたＢモード画像データに基づいて、組織境界を算出する。
【００６６】
　また、ステップＳ１０５で、組織厚を算出する際には、ステップＳ１０４において検出
した組織境界の間の距離を組織厚として算出する。具体的には、Ｂモード画像データにお
いて２点間の距離を計測して、組織境界間の距離を算出してもよいし、受信信号の振幅強
度が所与の閾値よりも大きい点を組織境界として特定し、ある組織境界で反射した受信信
号を受信したタイミングから、隣の組織境界で反射した受信信号を受信したタイミングま
での時間差を算出し、算出した時間差から組織境界間の距離を算出してもよい。
【００６７】
　次に、処理部１３０は、取得した測定押圧値に対応する弾性指標を、記憶部１６０にあ
らかじめ記憶されている弾性テーブルから読み出し、取得した弾性指標と測定押圧値に基
づいて、組織厚の変化率を算出する（Ｓ１０６）。なお、組織厚の変化率を算出する際に
は、生体組織に押圧が与えられていない状態を基準とする。
【００６８】
　ここで、押圧値Ｆ（ｇｆ）に対する組織変化率Ｘ（％）をプロットした結果とその近似
線を図４に示す。なお、図４のグラフにおいて、ひし形の点が皮下脂肪のデータを表し、
四角形の点が筋肉のデータを表す。
【００６９】
　また、各部位（大胸筋、腹直筋、大腿直筋及び上腕二頭筋）の筋肉および皮下脂肪への
圧力Ｆ（ｇｆ）と歪み変化率Ｘ（％）との関係を図５のグラフに示す。
【００７０】
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　図４及び図５に示すように、押圧値Ｆに対する組織厚の変化率Ｘには相関があり、近似
式を作成することができる。例えば、皮下脂肪組織は、フックの法則に従った線形近似に
より近似することができ、皮下脂肪組織の厚さの変化率Ｘと押圧値Ｆとの関係は下式（２
）のように表現できる。なお、式（２）において、ｋは皮下脂肪組織の弾性指標を表す。
【数２】

【００７１】
　一方、筋肉組織は押圧に対して組織厚が線形に変化しない。これは押圧によって組織の
硬度が増す、ひずみ硬化と呼ばれる現象のためである。そのため、筋肉組織の厚さの変化
率Ｘと押圧値Ｆとの関係は、下式（３）のように対数近似を用いて表現できる。なお、式
（３）において、ｋ’は筋肉組織の弾性指標を表す。なお、弾性指標の近似は、線形近似
や対数近似に限らず多項式近似でも良い。

【数３】

【００７２】
　また、図５のグラフから求められる近似式と、近似式により得られる弾性指標値を図６
に示す。この結果より、同じ筋肉組織であっても、部位毎に弾性指標が異なり、さらに皮
下脂肪組織と筋肉組織とではその弾性指標に優位な差があることが確認できる。実際の組
織変化推定では、この近似によって得られる弾性指標を記憶部１６０に保持しておくこと
で推定を行う。
【００７３】
　なお、実際に測定を行う際には、これらの弾性指標の算出や、弾性指標を用いた組織厚
の推定の測定条件を毎回揃えることが望ましい。例えば、生体組織の中でも筋肉は疲労に
よってその硬さや弾性が変わることが知られており、これらが推定精度にも影響を与える
。そのため、実際の測定ではトレーニングなど筋肉に負荷がかかる前に測定を行うことが
望ましい。
【００７４】
　以上のような近似によって得られた弾性指標を、記憶部１６０にテーブルまたは関数と
して保持しておくことで、後述する指定押圧値に対する組織の変化率Ｘを算出することが
可能となる。
【００７５】
　具体的に、弾性テーブルは例えば図７に示すようなテーブルであって、下式（５）に示
す式で表すことができる。

【数５】

【００７６】
　図７の弾性テーブルでは、性別、年齢、身長、体重及び人種などの個人情報パラメータ
ーＡや、測定部位や測定時の姿勢などの測定条件パラメーターＢなどの他に、測定時に得
られる押圧値、組織厚、組織の質などの計測結果パラメーターＣなどの情報を代入するこ
とにより弾性指標ｋｔが算出される。
【００７７】
　例えば、個人情報パラメーターＡについては、やせ形、標準、肥満などの体型に関する
分類結果を代入し、測定条件パラメーターＢについては、各測定部位や組織種類や組織状
態などに関する分類結果を代入し、計測結果パラメーターＣについては、筋肉脂肪の割合
や質などに関する分類結果を代入して、それらの組み合わせに対応する弾性指標ｋｔを得
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る。なお、弾性テーブルは、測定部位や年齢、性別、身長、体重、筋質などといった項目
により分けられたテーブルであっても良い。
【００７８】
　本実施形態では、この弾性指標をあらかじめ記憶しておくことで、測定時の押圧に対す
る組織厚の変化率を算出する。すなわち、測定時の圧力および記憶した弾性指標を代入す
ることで変化率Ｘを算出し、算出された変化率Ｘを下式（４）に代入することで組織ひず
みのない非押圧下の組織厚（Ａ０）算出が可能となる。
【数４】

【００７９】
　次に、指定押圧情報入力受付部１７０が、指定押圧値を取得する（Ｓ１０７）。
【００８０】
　そして、処理部１３０が、ステップＳ１０５において算出した組織厚を補正して、指定
押圧値が与えられた時の組織厚を求める（Ｓ１０８）。
【００８１】
　具体的に、所与の指定押圧下での組織厚算出としては、図４に示すように変化率の差分
ΔＸを求めて、逆算することができる。すなわち、測定時の押圧値Ｆ１に対応する組織変
化率Ｘ１と、指定押圧値Ｆ２に対応する組織変化率Ｘ２を、弾性近似式に基づいてそれぞ
れ算出する。そして、組織変化率Ｘ１と組織変化率Ｘ２との差分ΔＸを算出し、この差分
ΔＸを下式（１）に代入することにより、所与の指定押圧下での組織厚を求めることがで
きる。

【数１】

【００８２】
　最後に、補正後の組織厚を表示部２１０に表示して（Ｓ１０９）、処理を終了する。具
体的には、図８に示すような画像を表示部２１０に表示する。図８には、測定押圧が与え
られた状態における測定結果をＡＲ１の領域に表示しており、指定押圧が与えられた状態
における測定結果をＡＲ２の領域に表示している。領域ＡＲ１に表示する補正前断面画像
は、測定時の実際の対象物の断面を表すものであり、領域ＡＲ２に表示する補正後断面画
像は、所与の指定押圧が与えられた場合の対象物の断面を表すものである。補正後断面画
像は、補正前断面画像に対して画像処理を行って、伸縮することにより生成することがで
きる。
【００８３】
　なお、どの内容を表示するかをユーザーが選択可能であってもよい。また、補正結果は
数値で表示しても良い。さらに、弾性指標を表示する際には、近似式で得られる弾性指標
値に対して、表示桁数を変更したり、積算する定数を設けたりするなどして、ユーザーに
数値変化をイメージしやすくするように演算しても良い。
【００８４】
　次に、本実施形態の手法についてまとめる。
【００８５】
　以上の本実施形態の超音波測定装置１００は、対象物に対して超音波を送信する処理を
行う送信処理部１１０と、送信した超音波に対する超音波エコーの受信処理を行う受信処
理部１２０と、受信処理部１２０からの受信信号に対して処理を行い、対象物の寸法情報
を求める処理部１３０と、測定時に超音波プローブ３００により対象物に対して与えられ
る測定押圧を表す測定押圧情報を取得する測定押圧情報取得部１４０と、を含む。そして
、処理部１３０は、受信信号と測定押圧情報とに基づいて、対象物に対して押圧が与えら
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れていない状態及び所与の指定押圧が与えられた状態の少なくとも一方の状態における対
象物の寸法情報を出力する。
【００８６】
　本実施形態では、対象物に対して超音波を送信する処理を行い、送信した超音波に対す
る超音波エコーの受信処理を行う。そして、測定時に超音波プローブにより対象物に対し
て与えられる測定押圧を表す測定押圧情報を取得する。
【００８７】
　これにより、受信信号と測定押圧情報とに基づいて、押圧が与えられていない状態及び
所与の指定押圧が対象物に与えられた状態の少なくとも一方の状態での対象物の寸法情報
を出力することが可能となる。
【００８８】
　具体的に、寸法情報は、対象物の厚さ又は径を表す情報であってもよい。
【００８９】
　これにより、例えば対象物が生体組織である場合には、筋肉組織や皮下脂肪組織、血管
壁などの厚さを測定したり、血管径などを測定したりすること等が可能になる。
【００９０】
　また、本実施形態の超音波測定装置１００は、処理部１３０により出力された対象物の
寸法情報を表す報知データを生成する報知データ生成部１５０を含んでもよい。
【００９１】
　例えば、報知データは、図８に示すような画像データであってもよいし、文字データで
あってもよいし、音声データであってもよい。
【００９２】
　これにより、表示部や音声出力部などの報知部を介して、ユーザーに測定結果を報知す
ること等が可能になる。
【００９３】
　また、処理部１３０は、測定押圧が対象物に与えられた状態での対象物の寸法の変化率
を求め、求めた変化率に基づいて、受信信号から得られる対象物の寸法情報の補正処理を
行って、対象物に対して押圧が与えられていない状態及び所与の指定押圧が与えられた状
態の少なくとも一方の状態における寸法情報を求めてもよい。
【００９４】
　これにより、各測定押圧のそれぞれに応じた補正処理を行うこと等が可能になる。
【００９５】
　具体的に、処理部１３０は、受信信号から得られる対象物の寸法である厚さ又は径ＡＸ

と、測定押圧に対する寸法の変化率と所与の指定押圧に対する寸法の変化率との差分ΔＸ
とに基づいて、上式（１）により、所与の指定押圧が与えられた状態での寸法である厚さ
又は径ＡΔＸを求めてもよい。
【００９６】
　これにより、簡単な式を用いて、所与の指定押圧が与えられた状態での厚さ又は径を求
めること等が可能になる。
【００９７】
　また、本実施形態の超音波測定装置１００は、対象物の弾性情報を記憶する記憶部１６
０を含んでもよい。そして、処理部１３０は、測定押圧情報により表される測定押圧と、
記憶部１６０から取得される弾性情報とに基づいて、対象物の寸法の変化率を求めてもよ
い。
【００９８】
　さらに具体的には、上式（２）又は上式（３）等により、対象物の寸法の変化率を求め
てもよい。
【００９９】
　これにより、弾性情報により表される対象物の歪みやすさに関する特性を考慮して、対
象物の寸法の変化率を求めること等が可能になる。
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【０１００】
　また、本実施形態の超音波測定装置１００は、所与の指定押圧を表す指定押圧情報の入
力を受け付ける指定押圧情報入力受付部１７０を含んでもよい。
【０１０１】
　これにより、他の超音波診断器で測定した際の測定押圧値が既知である場合に、測定条
件を揃えて、測定結果を照らし合わせること等が可能になる。
【０１０２】
　以上の結果として、微小な押圧調整を行いながら測定をする必要がなくなり、また測定
時において冶具の導入を行うことなく、疑似的に押圧条件を一定にした条件下においての
組織厚の算出を行うことが可能となる。
【０１０３】
　したがって、これらの効果により筋肉・脂肪厚測定の精度や測定再現性を向上させるこ
とが可能になる
　４．超音波トランスデューサー素子
　図９（Ａ）～図９（Ｃ）に、超音波トランスデューサーデバイスの超音波トランスデュ
ーサー素子１０の構成例を示す。この超音波トランスデューサー素子１０は、振動膜（メ
ンブレン、支持部材）５０と圧電素子部とを有する。圧電素子部は、第１電極層（下部電
極）２１、圧電体層（圧電体膜）３０、第２電極層（上部電極）２２を有する。
【０１０４】
　図９（Ａ）は、基板（シリコン基板）６０に形成された超音波トランスデューサー素子
１０の、素子形成面側の基板６０に垂直な方向から見た平面図である。図９（Ｂ）は、図
９（Ａ）のＡ－Ａ’に沿った断面を示す断面図である。図９（Ｃ）は、図９（Ａ）のＢ－
Ｂ’に沿った断面を示す断面図である。
【０１０５】
　第１電極層２１は、振動膜５０の上層に例えば金属薄膜で形成される。この第１電極層
２１は、図９（Ａ）に示すように素子形成領域の外側へ延長され、隣接する超音波トラン
スデューサー素子１０に接続される配線であってもよい。
【０１０６】
　圧電体層３０は、例えばＰＺＴ（ジルコン酸チタン酸鉛）薄膜により形成され、第１電
極層２１の少なくとも一部を覆うように設けられる。なお、圧電体層３０の材料は、ＰＺ
Ｔに限定されるものではなく、例えばチタン酸鉛（ＰｂＴｉＯ３）、ジルコン酸鉛（Ｐｂ
ＺｒＯ３）、チタン酸鉛ランタン（（Ｐｂ、Ｌａ）ＴｉＯ３）などを用いてもよい。
【０１０７】
　第２電極層２２は、例えば金属薄膜で形成され、圧電体層３０の少なくとも一部を覆う
ように設けられる。この第２電極層２２は、図９（Ａ）に示すように素子形成領域の外側
へ延長され、隣接する超音波トランスデューサー素子１０に接続される配線であってもよ
い。
【０１０８】
　振動膜（メンブレン）５０は、例えばＳｉＯ２薄膜とＺｒＯ２薄膜との２層構造により
開口４０を塞ぐように設けられる。この振動膜５０は、圧電体層３０及び第１、第２電極
層２１、２２を支持すると共に、圧電体層３０の伸縮に従って振動し、超音波を発生させ
ることができる。
【０１０９】
　開口（空洞領域）４０は、シリコン基板６０の裏面（素子が形成されない面）側から反
応性イオンエッチング（RIE：Reactive Ion Etching）等によりエッチングすることで形
成される。この空洞領域４０の形成によって振動可能になった振動膜５０のサイズによっ
て超音波の共振周波数が決定され、その超音波は圧電体層３０側（図９（Ａ）において紙
面奥から手前方向）に放射される。
【０１１０】
　超音波トランスデューサー素子１０の下部電極（第１電極）は、第１電極層２１により
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形成され、上部電極（第２電極）は、第２電極層２２により形成される。具体的には、第
１電極層２１のうちの圧電体層３０に覆われた部分が下部電極を形成し、第２電極層２２
のうちの圧電体層３０を覆う部分が上部電極を形成する。即ち、圧電体層３０は、下部電
極と上部電極に挟まれて設けられる。
【０１１１】
　５．超音波トランスデューサーデバイス
　図１０に、超音波トランスデューサーデバイス（素子チップ）の構成例を示す。本構成
例の超音波トランスデューサーデバイスは、複数の超音波トランスデューサー素子群ＵＧ
１～ＵＧ６４、駆動電極線ＤＬ１～ＤＬ６４（広義には第１～第ｎの駆動電極線。ｎは２
以上の整数）、コモン電極線ＣＬ１～ＣＬ８（広義には第１～第ｍのコモン電極線。ｍは
２以上の整数）を含む。なお、駆動電極線の本数（ｎ）やコモン電極線の本数（ｍ）は、
図１０に示す本数には限定されない。
【０１１２】
　複数の超音波トランスデューサー素子群ＵＧ１～ＵＧ６４は、第２の方向Ｄ２（スキャ
ン方向）に沿って６４列に配置される。ＵＧ１～ＵＧ６４の各超音波トランスデューサー
素子群は、第１の方向Ｄ１（スライス方向）に沿って配置される複数の超音波トランスデ
ューサー素子を有する。
【０１１３】
　図１１（Ａ）に、超音波トランスデューサー素子群ＵＧ（ＵＧ１～ＵＧ６４）の例を示
す。図１１（Ａ）では、超音波トランスデューサー素子群ＵＧは第１～第４の素子列によ
り構成される。第１の素子列は、第１の方向Ｄ１に沿って配置される超音波トランスデュ
ーサー素子ＵＥ１１～ＵＥ１８により構成され、第２の素子列は、第１の方向Ｄ１に沿っ
て配置される超音波トランスデューサー素子ＵＥ２１～ＵＥ２８により構成される。第３
の素子列（ＵＥ３１～ＵＥ３８）、第４の素子列（ＵＥ４１～ＵＥ４８）も同様である。
これらの第１～第４の素子列には、駆動電極線ＤＬ（ＤＬ１～ＤＬ６４）が共通接続され
る。また、第１～第４の素子列の超音波トランスデューサー素子にはコモン電極線ＣＬ１
～ＣＬ８が接続される。
【０１１４】
　そして、図１１（Ａ）の超音波トランスデューサー素子群ＵＧが、超音波トランスデュ
ーサーデバイスの１チャンネルを構成する。即ち、駆動電極線ＤＬが１チャンネルの駆動
電極線に相当し、送信回路からの１チャンネルの送信信号は駆動電極線ＤＬに入力される
。また駆動電極線ＤＬからの１チャンネルの受信信号は駆動電極線ＤＬから出力される。
なお、１チャンネルを構成する素子列数は図１１（Ａ）のような４列には限定されず、４
列よりも少なくてもよいし、４列よりも多くてもよい。例えば図１１（Ｂ）に示すように
、素子列数は１列であってもよい。
【０１１５】
　図１０に示すように、駆動電極線ＤＬ１～ＤＬ６４（第１～第ｎの駆動電極線）は、第
１の方向Ｄ１に沿って配線される。駆動電極線ＤＬ１～ＤＬ６４のうちの第ｊ（ｊは１≦
ｊ≦ｎである整数）の駆動電極線ＤＬｊ（第ｊのチャンネル）は、第ｊの超音波トランス
デューサー素子群ＵＧｊの超音波トランスデューサー素子が有する第１の電極（例えば下
部電極）に接続される。
【０１１６】
　超音波を出射する送信期間には、送信信号ＶＴ１～ＶＴ６４が駆動電極線ＤＬ１～ＤＬ
６４を介して超音波トランスデューサー素子に供給される。また、超音波エコー信号を受
信する受信期間には、超音波トランスデューサー素子からの受信信号ＶＲ１～ＶＲ６４が
駆動電極線ＤＬ１～ＤＬ６４を介して出力される。
【０１１７】
　コモン電極線ＣＬ１～ＣＬ８（第１～第ｍのコモン電極線）は、第２の方向Ｄ２に沿っ
て配線される。超音波トランスデューサー素子が有する第２の電極は、コモン電極線ＣＬ
１～ＣＬ８のうちのいずれかに接続される。具体的には、例えば図１０に示すように、コ
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Ｌｉは、第ｉ行に配置される超音波トランスデューサー素子が有する第２の電極（例えば
上部電極）に接続される。
【０１１８】
　コモン電極線ＣＬ１～ＣＬ８には、コモン電圧ＶＣＯＭが供給される。このコモン電圧
ＶＣＯＭは一定の直流電圧であればよく、０Ｖ、即ちグランド電位（接地電位）でなくて
もよい。
【０１１９】
　そして、送信期間では、送信信号電圧とコモン電圧との差の電圧が超音波トランスデュ
ーサー素子に印加され、所定の周波数の超音波が放射される。
【０１２０】
　なお、超音波トランスデューサー素子の配置は、図１０に示すマトリックス配置に限定
されず、いわゆる千鳥配置等であってもよい。
【０１２１】
　また、図１１（Ａ）～図１１（Ｂ）では、１つの超音波トランスデューサー素子が送信
素子及び受信素子の両方に兼用される場合について示したが、本実施形態はこれに限定さ
れない。例えば送信素子用の超音波トランスデューサー素子、受信素子用の超音波トラン
スデューサー素子を別々に設けて、アレイ状に配置してもよい。
【０１２２】
　なお、本実施形態の超音波測定装置、超音波画像装置及び超音波測定方法等は、その処
理の一部または大部分をプログラムにより実現してもよい。この場合には、ＣＰＵ等のプ
ロセッサーがプログラムを実行することで、本実施形態の超音波測定装置、超音波画像装
置及び超音波測定方法等が実現される。具体的には、情報記憶媒体に記憶されたプログラ
ムが読み出され、読み出されたプログラムをＣＰＵ等のプロセッサーが実行する。ここで
、情報記憶媒体（コンピューターにより読み取り可能な媒体）は、プログラムやデータな
どを格納するものであり、その機能は、光ディスク（ＤＶＤ、ＣＤ等）、ＨＤＤ（ハード
ディスクドライブ）、或いはメモリー（カード型メモリー、ＲＯＭ等）などにより実現で
きる。そして、ＣＰＵ等のプロセッサーは、情報記憶媒体に格納されるプログラム（デー
タ）に基づいて本実施形態の種々の処理を行う。即ち、情報記憶媒体には、本実施形態の
各部としてコンピューター（操作部、処理部、記憶部、出力部を備える装置）を機能させ
るためのプログラム（各部の処理をコンピューターに実行させるためのプログラム）が記
憶される。
【０１２３】
　以上のように本実施形態について詳細に説明したが、本発明の新規事項および効果から
実体的に逸脱しない多くの変形が可能であることは当業者には容易に理解できるであろう
。従って、このような変形例はすべて本発明の範囲に含まれるものとする。例えば、明細
書又は図面において、少なくとも一度、より広義または同義な異なる用語と共に記載され
た用語は、明細書又は図面のいかなる箇所においても、その異なる用語に置き換えること
ができる。また、超音波測定装置及び超音波画像装置の構成、動作も本実施形態で説明し
たものに限定されず、種々の変形実施が可能である。
【符号の説明】
【０１２４】
１００　超音波測定装置、１１０　送信処理部、１２０　受信処理部、１３０　処理部、
１４０　測定押圧情報取得部、１５０　報知データ生成部、１６０　記憶部、
１７０　指定押圧情報入力受付部、２００　超音波画像装置、２１０　表示部、
３００　超音波プローブ、３１０　ケーブル、３２０　プローブヘッド、
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